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表紙

証券コード：5038

第 1 2 期  定 時 株 主 総 会

招 集
ご 通 知
　

開催日時

　

2024年３月28日（木曜日）午前10時
受付開始：午前９時

開催場所

　

大阪市住之江区南港北１丁目13番11号
グランドプリンスホテル大阪ベイ　２階
クリスタル・ルビー

決議事項

　

第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役４名選任の件

　

株主総会にご出席されない場合

書面（郵送）により議決権を行使くださいますようお願い
申しあげます。
議決権行使期限：2024年３月27日（水曜日）

午後６時到着分まで有効

株式会社ｅＷｅＬＬ
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招集ご通知

証券コード　５０３８
（発信日） 2024年３月13日

（電子提供措置の開始日） 2024年３月 ７日
株　主　各　位

大阪市中央区久太郎町四丁目１番３号
株 式 会 社 ｅ Ｗ ｅ Ｌ Ｌ

代表取締役社長 中 野  剛 人

第12期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第12期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供
措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご
確認くださいますようお願い申しあげます。

【当社ウェブサイト】
https://ewell.co.jp/ir/stock/meeting/
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、「株主総会」を選択いただき、ご確認く
ださい。）

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/5038/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に
「eWeLL」または「コード」に「5038」を入力・検索し「基本情報」「縦覧書
類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資
料」欄よりご確認ください。）
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招集ご通知

１．日 時 2024年３月28日（木曜日）午前10時
２．場 所 大阪市住之江区南港北１丁目13番11号

グランドプリンスホテル大阪ベイ　２階　クリスタル・ルビー
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第12期（2023年１月１日から2023年12月31日まで）事業報告及び計算書類

報告の件
決 議 事 項

第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役４名選任の件

４．招集にあたっての決定事項
・議決権行使書において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示
　があったものとしてお取り扱いいたします。
・代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を
　代理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面
　のご提出が必要となりますのでご了承ください。

 

　なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使すること
ができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行
使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2024年３月27日（水曜日）午後
６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
また、資源節約のため、本招集ご通知をお持ちくださいますようお願い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その
旨、修正前および修正後の事項を掲載いたします。

◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいたし
ますが、当該書面は、法令および当社定款第15条第２項の規定に基づき、次に掲げる事項を除い
ております。
・事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
・計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
したがいまして、当該書面に記載している事業報告、計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、
監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

－ 2 －
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議決権行使についてのご案内

株主総会にご出席される場合 書面（郵送）で議決権を行使される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。

開催日時
2024年３月28日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。
（下記の行使期限までに到着するよう
ご返送ください。）

行使期限 2024年３月27日（水曜日）午後６時到着分まで

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の２つの方法により行使いただくことができます。

議決権行使書用紙のご記入方法
議 決 権 行 使 書

株主番号
御中

　○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

1. ○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

3.

4.

○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

2.

お　願　い
議決権行使個数 個

○年○月○日

株式会社○○○○

株式会社○○○○

○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
株式会社○○○○

 

※議決権行使書用紙はイメージです。

第1号議案について 第2号議案について
賛 成 の 場 合 →賛 に○印 全 員 賛 成 の 場 合 →賛 に○印
反 対 の 場 合 →否 に○印 全 員 反 対 の 場 合 →否 に○印

一 部 候 補 者 に
反 対 の 場 合

→賛 に○印をし、反対する候補
者番号を隣の空欄に記入

書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、
賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
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当事業年度の事業の状況

( 2023年 1 月 1 日から
2023年12月31日まで )
事　 業　 報　 告

１. 会社の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過および成果
　当事業年度における我が国経済は、コロナ禍明け後の需要回復により、経済活動の正常化が
進み、景気は緩やかに回復しました。しかし一方で、国内物価上昇による個人消費の抑制リス
クをはじめ、海外では中東情勢・ウクライナ情勢の地政学的リスクや世界的な金融引き締めに
伴う影響、中国経済の先行き懸念などにより、未だ先行き不透明な状況が続いております。
　在宅医療業界におきましては、団塊の世代が75歳以上となる2025年を目途に、地域包括ケ
アシステムの構築を実現させることが国策として進められているなか、2023年11月30日付
で、「訪問看護療養費及び公費負担医療に関する費用の請求に関する命令」が一部改正され、
2024年６月から「訪問看護レセプト（医療保険請求分）のオンライン請求」および「訪問看
護のオンライン資格確認」が開始、2024年末に原則義務化されます。レセプトの電子化は、
レセプト請求事務・処理事務の効率化が図られ、より質の高い医療・看護の実現に向けたレセ
プトの利活用につながり、データを完全デジタル化する医療DXが推進されます。
　このような環境のなかで、当社は、訪問看護が地域包括ケアにおいてより重要な役割を担え
るように、訪問看護業務の電子化を進めるべく、当社サービスの普及と追加機能のリリース
等、サービスの拡充に努めてまいりました。
　以上の結果、当事業年度の売上高は2,069,577千円（前事業年度比29.1％増）、営業利益
は908,739千円（同31.2％増）、経常利益は910,527千円（同34.7％増）、当期純利益は
612,903千円（同36.3％増）となりました。

－ 4 －
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当事業年度の事業の状況

サ ー ビ ス 区 分

第 11 期
（2022年12月期）

（前事業年度）

第 12 期
（2023年12月期）

（当事業年度）
前事業年度比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

ク ラ ウ ド サ ー ビ ス 1,480,830千円 92.4％ 1,851,648千円 89.5％ 370,817千円 25.0％

B P O サ ー ビ ス 107,351 6.7 199,905 9.7 92,553 86.2

そ の 他 サ ー ビ ス 14,997 0.9 18,023 0.9 3,026 20.2

合 計 1,603,179 100.0 2,069,577 100.0 466,397 29.1

　サービス別の状況は、次のとおりであります。
　クラウドサービスにおきましては、着実な新規契約の増加と低解約率の維持により、契約ス
テーション数が当事業年度末時点で2,575件（前事業年度末比19.2％増）となりました。
　この結果、クラウドサービスの売上高は1,851,648千円（前事業年度比25.0％増）となり
ました。
　ＢＰOサービスにおきましては、2020年１月のリリース以降、着実に契約ステーション数
が増加しており、当事業年度末時点で124件（前事業年度末比47.6％増）となりました。
　この結果、ＢＰOサービスの売上高は199,905千円（前事業年度比86.2％増）となりまし
た。

サービス別売上高

② 設備投資の状況
　当事業年度において、本社移転による新規固定資産の取得178,221千円および主力サービ
ス「iBow」の機能向上のため実施したソフトウエア投資30,800千円を含め、設備投資の総額
は221,630千円となりました。
なお、資産除去債務に係る有形固定資産の増加額は含まれておりません。
また、当事業年度における重要な設備の除却、売却等はありません。

③ 資金調達の状況
　当事業年度中において、新株予約権の行使に伴う512,655株の新株式発行により、37,999
千円の資金を調達いたしました。

－ 5 －
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直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第 ９ 期
(2020年12月期)

第 10 期
(2021年12月期)

第 11 期
(2022年12月期)

第 12 期
(当事業年度)

(2023年12月期)

売 上 高 (千円) 790,772 1,192,791 1,603,179 2,069,577

経 常 利 益 (千円) 203,219 403,287 676,053 910,527

当 期 純 利 益 (千円) 184,879 340,287 449,562 612,903

１株当たり当期純利益 (円) 14.66 26.97 33.59 43.06

総 資 産 (千円) 610,981 1,061,279 1,649,042 2,380,729

純 資 産 (千円) 163,868 504,155 1,105,106 1,690,039

１株当たり純資産額 (円) 12.95 39.92 79.39 112.96

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）1．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。
2．１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数により算出しております。
3．当社は、2022年６月15日付で普通株式１株につき15株の割合で、2024年１月１日付で

普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、第９期の期首に当該株式
分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益および１株当たり純資産額を算定してお
ります。

－ 6 －
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所及び工場、使用人の状況、主要な借入先の状況

(3) 対処すべき課題
①市場環境および顧客ニーズにタイムリーに対応できる開発体制の強化

当社は創業以来、「世にある物は活用し、世にない物を作りだす」を合言葉に、訪問看護ス
テーション向け業務支援システム「iBow」を提供してまいりました。今後さらなる市場スケ
ールの拡大に対応するため、開発体制の強化が必要と考えております。そのため開発人材の確
保が必須と考えており、継続的な開発人員採用活動および人材教育を実施し、開発体制の強化
に取り組む方針であります。

②内部管理体制の強化による事業基盤強化
当社は、業務運営の効率化やコーポレート・ガバナンス、リスクマネジメントのための内部

管理体制の強化が重要な課題であると認識しております。引き続き経営の公平性や透明性を確
保するために内部統制の実効性を高め、内部管理体制の強化に取り組み、事業基盤を強化いた
します。

③システム信頼性の継続的な維持や品質の向上、設備環境の強化
当社は、顧客に安心して当社サービスを利用していただくためには、システム稼働の安定化

が重要な課題であると認識しております。セキュリティ・開発・保守管理体制の整備は不可欠
であり、今後も引き続き投資を行い、システムの継続的な安定化、品質の向上に取り組む方針
であります。

④サステナビリティへの推進
当社の事業そのものがサステナビリティの3つの柱である「環境保護」、「社会開発」、

「経済発展」に該当すると考えております。当社が提供するサービスは、紙カルテから電子カ
ルテへ、レセプトの電子化による請求処理事務の効率化によりペーパーレスを促進し、環境保
護に貢献しております。また、当社サービスを使用することで訪問看護ステーションの業務効
率向上が図れることや、「iBow」に蓄積された膨大な在宅医療データを活用した事業への参
入をすることで、社会サービスを改善し社会開発に貢献いたします。そして、訪問看護にかか
る複合サービスを展開し、市場シェアの拡大、満足度の向上、顧客単価向上の循環によって、
当社の経済発展につなげてまいります。

⑤人的資本戦略
当社は現在、成長段階にあると認識しており、今後の事業拡大には継続的に優秀な人材の確

保と既存人材の育成を行う必要があると考えております。訪問看護知識の習得のため、日本訪
問看護財団の「訪問看護eラーニング」の受講やDX推進に向けた情報処理推進機構の「ITパス
ポート試験」の資格取得、その他必要な研修制度を充実させ、人材開発の強化を進めてまいり
ました。今後も引き続き人的資本の持続的高度化を図るため、働きやすい職場環境の整備およ

－ 7 －
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所及び工場、使用人の状況、主要な借入先の状況

び人材開発の強化に取り組んでまいります。

サ ー ビ ス 区 分 内 容

ク ラ ウ ド サ ー ビ ス

訪問看護ステーションの生産性向上に貢献するSaaS型業務支援ツール
（CRM機能を有する「訪問看護専用電子カルテ iBow」、保険請求機能を
有する訪問看護専用レセプトシステム「iBow レセプト」、訪問看護専用勤
怠管理サービス「iBow KINTAI」、介護保険請求ファイル伝送機能を有す
る「iBow 介護請求伝送サービス」、e-ラーニングサービス「iBow e-
Campus 訪問看護 法定研修編」）の提供をしております。

B P O サ ー ビ ス
訪問看護ステーションにおけるレセプト業務（保険医療機関や利用者への請
求データの作成業務）を当社が代行する「iBow 事務管理代行サービス」の
提供をしております。

(4) 主要な事業内容（2023年12月31日現在）

事業所名 住所

本 社 大阪市中央区

東京オフィス 東京都中央区

(5) 主要な営業所の状況（2023年12月31日現在）

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
67名 ６名増 37.2歳 ３年４か月

(6) 従業員の状況（2023年12月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 91,500千円

(7) 主要な借入先の状況（2023年12月31日現在）

－ 8 －



2024/02/28 17:59:11 / 23063179_株式会社ｅＷｅＬＬ_招集通知_電子提供措置用

株式の状況

(1) 発行可能株式総数 25,600,000株

(2) 発行済株式の総数 7,480,896株

(3) 株主数 1,941名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

中 野 剛 人 2,965千株 39.65％

北 村 亜 沙 子 1,131 15.13
ＧＯＬＤＭＡＮ　ＳＡＣＨＳ　ＩＮＴＥＲＮ
ＡＴＩＯＮＡＬ 572 7.65

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 442 5.91

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 394 5.27

住 友 商 事 株 式 会 社 343 4.59

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 投 信 口 ） 222 2.98

島 田 亨 144 1.93

GOV E R NM EN T　O F　NO RWAY 86 1.15
NOMURA　PB　NOMINEES　LIMITED　
OMNIBUSーMARGIN　（CASHPB） 80 1.08

２. 株式の状況（2023年12月31日現在）

(4) 大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（83株）を控除して計算しております。
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役員区分 株式数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） 7,709株 ３名

社外取締役 154株 １名

執行役員 748株 １名

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
　当社は、2023年２月16日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬制度を導入しておりま
す。これを受け、同年４月20日開催の取締役会において譲渡制限付株式として新株式の発行を行うことを
決議し、同年５月19日に取締役および執行役員に対し普通株式8,611株を発行しております。この譲渡制
限付株式は、対象の取締役および執行役員が当社の取締役および執行役員の地位を喪失する日までの間、
譲渡、担保権の設定その他の処分をすることはできないものとされております。

(6) その他株式に関する重要な事項
　新株予約権の行使および譲渡制限付株式の発行により、発行済株式の総数は521,266株増加しておりま
す。
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第 4 回 新 株 予 約 権 第 5 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2019年12月27日 2020年11月30日

新 株 予 約 権 の 数 1,695個　 7,648個　
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数 普通株式 25,425株　 普通株式 114,720株　
新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 無償 無償

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 3,014円
（１株当たり 201円）　

新株予約権１個当たり 3,617円
（１株当たり 242円）　

権 利 行 使 期 間 2022年 １月 １日から
2029年11月30日まで

2022年12月 １日から
2030年10月31日まで

行 使 の 条 件 （注）２ （注）３

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 318個
目的となる株式数 4,770株
保有者数 1名　

新株予約権の数 7,348個
目的となる株式数 110,220株
保有者数 1名　

社 外 取 締 役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名　

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名　

監 査 役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名　

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名　

３. 新株予約権等の状況
当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約
権の状況

（注）１.　2022年６月15日付で普通株式１株につき15株の割合で株式分割を行っております。上表の「新株
予約権の目的となる株式の種類と数」および「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」
は調整後の内容となっております。

２.　新株予約権の行使条件
①本新株予約権の行使は、当社普通株式が、日本国内のいずれかの金融商品取引所に上場すること

を条件とする。また、新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、以下
（a）から（c）までの期間ごとに、以下（a）から（c）に掲げる割合を上限として本新株予約権
を行使することができる。ただし、各期間において行使可能な本新株予約権の数は、整数未満を
切り上げた数とする。
（a）上場日と2022年１月１日のいずれか遅い日（以下「権利行使開始日」という。）から起
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算して１年間は、本新株予約権者が割当を受けた本新株予約権の数（以下「割当数」とい
う。）の50％を上限として行使することができる。

（b）権利行使開始日から起算して１年を経過した日から１年間は、割当数の75％を上限として
行使することができる。

（c）権利行使開始日から起算して２年を経過した日から2029年11月30日までは、割当数から
前（a）および（b）で行使した数を控除した残りの数を行使することができる。

②新株予約権者が、当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員いずれの地位をも喪失し
た場合、新株予約権の行使は認められず、当該新株予約権は、会社法第287条の規定により消滅
する。ただし、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

③新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができない。この場
合においては、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。

④新株予約権者が当社と競業関係にある会社を設立し、または当社と競業関係にある会社の取締
役、監査役もしくは従業員のいずれかの地位に就いた場合、新株予約権の行使を認めないものと
する。ただし、当該新株予約権者の権利行使につき正当な理由があると当社の取締役会の決議に
より認められた場合は、この限りではない。

⑤新株予約権者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときから５年間を経過しない者、暴
力団準構成員その他これらに準ずる者（以下「反社会勢力等」という。）に該当し、または反社
会勢力等と社会的に非難される関係を有することが判明した場合、新株予約権の行使を認めない
ものとする。

⑥新株予約権者は、その割当数の一部または全部を行使することができる。ただし、新株予約権
は、割当てられた新株予約権個数の整数倍の単位で行使するものとする。

３.　新株予約権の行使条件
①本新株予約権の行使は、当社普通株式が、日本国内のいずれかの金融商品取引所に上場することを

条件とする。
②新株予約権者が、当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員いずれの地位をも喪失した

場合、新株予約権の行使は認められず、当該新株予約権は、会社法第287条の規定により消滅す
る。ただし、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

③新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができない。この場合
においては、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。

④新株予約権者が当社と競業関係にある会社を設立し、または当社と競業関係にある会社の取締役、
監査役もしくは従業員のいずれかの地位に就いた場合、新株予約権の行使を認めないものとする。
ただし、当該新株予約権者の権利行使につき正当な理由があると当社の取締役会の決議により認め
られた場合は、この限りではない。

⑤新株予約権者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときから５年間を経過しない者、暴力
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団準構成員その他これらに準ずる者（以下「反社会勢力等」という。）に該当し、または反社会勢
力等と社会的に非難される関係を有することが判明した場合、新株予約権の行使を認めないものと
する。

⑥新株予約権者は、その割当数の一部または全部を行使することができる。ただし、新株予約権は、
割当てられた新株予約権個数の整数倍の単位で行使するものとする。

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 中 野 剛 人

常 務 取 締 役 北 村 亜 沙 子 カスタマー本部長

取 締 役 浦 吉 修 プロダクト本部長

取 締 役 島 田 亨

常 勤 監 査 役 増 田 芳 宏

監 査 役 松 山 治 幸 松山公認会計士事務所 所長

監 査 役 平 田 精 作

監 査 役 清 水 俊 順 弁護士法人サン総合法律事務所 代表社員
株式会社コラントッテ 社外取締役

４. 会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（2023年12月31日現在）

（注）１. 取締役島田亨氏は、社外取締役であります。
２. 監査役松山治幸氏、平田精作氏および清水俊順氏は、社外監査役であります。
３. 監査役松山治幸氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有

するものであります。
４. 監査役清水俊順氏は、弁護士の資格を有しております。
５. 当社は、社外取締役の島田亨氏、また、社外監査役の松山治幸氏および清水俊順氏を東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役および監査役との間において、同
法第423条第１項の損害賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には、損害賠償責
任を限定する契約を締結することができる旨定款に定めており、当該契約に基づく損害賠償責任
の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。
　また、当該定款の規定に基づき、当社は社外取締役および監査役の全員と責任限定契約を締結
しております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の3第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
結し、被保険者が負担することになる被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、また
は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約によ
り塡補することとしております。

　なお、当該保険契約では、当社が当該被保険者に対して損害賠償責任を追及する場合は保険契
約の免責事項としており、また、塡補する額について限度額を設けることにより、当該被保険
者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じております。

　当該被保険者は当社取締役であり、すべての被保険者について、その保険料を当社が全額負担
しております。

(4) 取締役及び監査役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

Ⅰ．基本方針
当社の取締役の報酬等は、企業価値向上および業績向上へのインセンティブを高めること
を考慮して、基本報酬、業績連動報酬および非金銭報酬で構成し、継続的な企業価値の向
上、および企業競争力強化のため、優秀な人材の確保を可能とするとともに、当社役員の
役割、並びに職責に相応しい水準とします。さらに業績および企業価値と連動した報酬と
し、株主と価値を共有するものとします。

Ⅱ．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
基本報酬は、月例の金銭による固定報酬とし、役位を基準として担当職務、職責を考慮の
うえ、総合的に勘案して決定します。

Ⅲ．業績連動報酬の算定方法の決定に関する方針
業績連動報酬は、金銭報酬とし、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、事
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業年度終了後３か月以内に年１回支給するものとします。その算定方法については、毎年
期末決算発表時に業績予想として公表する営業利益に対して、実績の営業利益が上回った
場合、当該上回る金額の30％を上限として各取締役への支給額を決定します。なお、業
績連動報酬の指標を営業利益としているのは、当社の業績や取締役の貢献度を図るには、
本業の成績である営業利益が相応しい指標と判断したためです。

Ⅳ．非金銭報酬の算定方法の決定に関する方針
非金銭報酬は、企業価値の継続的な向上を図るインセンティブとして機能するとともに株
主との価値を共有する譲渡制限付株式報酬とし、毎年、一定の時期に支給します。譲渡制
限付株式付与のために支給する金銭債権の総額は年額500,000千円以内、かつ、当社が
発行または処分する普通株式の総数は年35,000株以内（ただし、普通株式の株式分割ま
たは株式併合が行われた場合は、分割比率・併合比率に基づいて合理的な範囲内で調整を
行う。）とします。取締役等への具体的な支給時期および配分については、取締役会にお
いて決定します。

Ⅴ．金銭報酬の額、業績連動報酬の額または非金銭報酬の額の取締役の個人別の報酬等の額に
対する割合の決定に関する方針
固定報酬である月額報酬、並びに業績に連動する賞与および中長期的な業績向上へのイン
センティブに資する譲渡制限付株式報酬の金額割合は、各報酬の特性を踏まえて、当社の
企業価値向上および業績向上に寄与するために適切な割合とします。

Ⅵ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の基本報酬および業績連動報酬である賞与については、取締役会決議により指名・
報酬委員会に対して具体的報酬額および支給時期の決定を委任し、指名・報酬委員会が決
定します。非金銭報酬である譲渡制限付株式報酬の個人別の割当株式数および支給時期等
については、取締役会において決定します。
各監査役の報酬は固定報酬のみであり、株主総会で承認された報酬限度額の範囲内で、職
務の内容等を勘案し、監査役会において決定しております。
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区 分 報 酬 等 の 総 額
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 対象となる

役員の員数基 本 報 酬 業 績 連 動 報 酬 非 金 銭 報 酬

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

129,244千円
（4,277）

69,900千円
（2,400）

52,000千円
（1,733）

7,344千円
（143）

4名
（1）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

16,800
（7,200）

16,800
（7,200） － － 4

（3）

合 計
（ う  ち  社  外  役  員 ）

146,044
（11,477）

86,700
（9,600）

52,000
（1,733）

7,344千円
（143）

8
（4）

② 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 役員ごとの報酬等の総額等
報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

２. 取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2013年８月29日であり、取締役の報酬総額限度額
は年額500,000千円（当該株主総会終結時点の取締役の員数は２名）、監査役の報酬等に関する株主
総会の決議年月日は2022年３月17日であり、監査役の報酬総額限度額は年額20,000千円（当該株
主総会終結時点の監査役の員数は４名）と決議されております。

３. 非金銭報酬は、譲渡制限付株式報酬として当事業年度に費用計上した額であります。
４. 業績連動報酬の額の算定の基礎として選定した業績指標の内容、および算定方法は、前記「①役員報

酬等の内容の決定に関する方針等」に記載のとおりです。また、当該業績指標の選定理由は、毎年の
経営を着実に行い、売上・収益の成長に注力するため、本業の成績である営業利益としております。
業績指標である営業利益の実績は、後記「損益計算書」に記載のとおりです。
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新株予約権等の状況、会社役員の状況

区 分 氏 名 主な活動状況

取締役 島 田 亨

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに出席し、事業運営等
について、企業経営に関する専門的な知見と豊富な経験に基づき、中
長期的な視点から大局的な意見を発言しております。また、指名・報
酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会３回の全てに
出席し、客観的・中立的立場で当社の役員報酬等の決定過程における
監督機能を主導しております。

監査役 松 山 治 幸

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに、また、監査役会14
回の全てに出席いたしました。
取締役会および監査役会において、意思決定の妥当性・適正性を確保
するため、公認会計士としての豊富な経験と専門的見地に基づき、発
言を行っております。

監査役 平 田 精 作

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに、また、監査役会14
回の全てに出席いたしました。
取締役会および監査役会において、意思決定の妥当性・適正性を確保
するため、他の事業会社で培った監査役としての豊富な経験に基づ
き、発言を行っております。

監査役 清 水 俊 順

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに、また、監査役会14
回の全てに出席いたしました。
取締役会および監査役会において、意思決定の妥当性・適正性を確保
するため、弁護士としての豊富な経験と専門的知識に基づき、発言を
行っております。

(5) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・監査役松山治幸氏は、松山公認会計士事務所所長であります。当社と兼職先との間には特別
の関係はありません。

・監査役清水俊順氏は、弁護士法人サン総合法律事務所代表社員、株式会社コラントッテ社外
取締役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,000千円

５. 会計監査人の状況
(1) 名称 太陽有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠等
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社では、監査役会が会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し

た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたし
ます。また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認
められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役
会が選定した監査役は、解任後最初の株主総会において、解任の旨およびその理由を報告いたし
ます。

(4) 会計監査人が現に受けている業務停止処分
金融庁が2023年12月26日付で発表した懲戒処分等の内容の概要
① 処分対象

太陽有限責任監査法人
② 処分内容

契約の新規の締結に関する業務の停止　３か月
（2024年１月１日から同年３月31日まで）

③ 処分理由
他社の訂正報告書等の監査において、相当の注意を怠り、重大な虚偽のある財務書類を重大
な虚偽のないものとして証明したため。
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　  産　  の　  部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
特 許 権
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
出 資 金
敷 金
長 期 前 払 費 用
破 産 更 生 債 権 等
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

1,856,768
1,412,907
416,178
27,269
1,324
△911

523,961
281,465
236,426
42,311
2,728

106,115
2,642

103,473
136,379

10
77,403
17,823
1,449

41,124
18

△1,449　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 588,637

買 掛 金 23,577
１年内返済予定の長期借入金 91,500
未 払 金 79,005
未 払 費 用 92,500
未 払 法 人 税 等 224,700
未 払 消 費 税 等 34,772
契 約 負 債 22,810
そ の 他 19,769

固 定 負 債 102,052
資 産 除 去 債 務 102,052

負 債 合 計 690,689
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 1,690,039
資 本 金 366,777
資 本 剰 余 金 358,380
資 本 準 備 金 358,380

利 益 剰 余 金 965,292
そ の 他 利 益 剰 余 金 965,292

繰 越 利 益 剰 余 金 965,292
自 己 株 式 △410

純 資 産 合 計 1,690,039
資 産 合 計 2,380,729 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,380,729

貸　借　対　照　表
（2023年12月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

( 2023年 1 月 1 日から
2023年12月31日まで )

科 目 金 額
売 上 高 2,069,577
売 上 原 価 432,746
売 上 総 利 益 1,636,831
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 728,091
営 業 利 益 908,739
営 業 外 収 益

受 取 利 息 10
受 取 手 数 料 5,192
そ の 他 366 5,568

営 業 外 費 用
支 払 利 息 3,311
支 払 負 担 金 469 3,781

経 常 利 益 910,527
特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 2,348 2,348
税 引 前 当 期 純 利 益 908,178
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 305,019
法 人 税 等 調 整 額 △9,744 295,275
当 期 純 利 益 612,903

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岡 本 伸 吾 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池 田 哲 雄 ㊞

独立監査人の監査報告書
2024年２月21日

株式会社ｅＷｅＬＬ
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
大阪事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ｅＷｅＬＬの2023年１月１日
から2023年12月31日までの第12期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行
った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及

計算書類に係る会計監査報告
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会計監査報告

び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明　
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会計監査報告

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、2023年１月１日から2023年12月31日までの第12期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1） 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。

（2） 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第
１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され
ている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

監査役会の監査報告

－ 24 －
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監査役会の監査報告

２. 監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認

めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ

ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常 勤 監 査 役 増 田 芳 宏 ㊞
社 外 監 査 役 松 山 治 幸 ㊞
社 外 監 査 役 平 田 精 作 ㊞
社 外 監 査 役 清 水 俊 順 ㊞

2024年２月21日
株 式 会 社 ｅ Ｗ ｅ Ｌ Ｌ 　 監 査 役 会

　

－ 25 －
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剰余金処分議案

当社普通株式１株につき 金20円
配当総額 149,616,260円

株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件

　当社は、企業価値の向上を図るとともに、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題の一つと考
えており、当期の業績および今後の事業展開等を勘案いたしまして、当期の期末配当は以下のとおり
とさせていただきたいと存じます。

1. 配当財産の種類
　金銭

2. 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

3. 剰余金の配当が効力を生じる日
　2024年３月29日

－ 26 －
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取締役選任議案

候補者番号 氏　名 性別 当社における地位
および担当

1 なか

中
の

野
 

　
のり

剛
と

人 男性 代表取締役社長 再 任
　

2 きた

北
むら

村
 

　
あ

亜
さ

沙
こ

子 女性 常務取締役
カスタマー本部長 再 任

　

3 うら

浦
よし

吉
 

　
おさむ

修 男性 取締役
プロダクト本部長 再 任

　

4 まつ

松
した

下
 

　
とも

智
き

樹 男性 － 新 任 社 外 独 立
　

再 任
　

再任取締役候補者 新 任
　

新任取締役候補者 社 外
　

社外取締役候補者 独 立
　

証券取引所の定めに基づく独立役員
候補者

第２号議案 取締役４名選任の件

　取締役全員（４名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役４名の
選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 27 －
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取締役選任議案

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

1
　

なか

中
 

　
の

野
 

　
のり

剛
 

　
と

人
（1973年9月16日）

    2012年    6 月 当社設立　代表取締役社長（現任）

2,965,819株
【取締役候補者とした理由】
中野剛人氏は、当社の創業者として、企業理念を創設しこれ
までの業績の成長を牽引し、経営の重要事項の決定および業
務執行の監督に十分な役割を果たしてまいりました。その経
験と見識を引き続き当社の経営に活かすため、取締役候補者
といたしました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

2
　

きた

北
 

　
むら

村
 

　
あ

亜
さ

沙
こ

子
（1976年10月25日）

    2001年    8 月 株式会社ドゥバッセ 取締役
    2004年    4 月 株式会社みづほファシリティーズ 監査役
    2007年    6 月 株式会社ヴェルズ 取締役
    2012年    2 月 株式会社PNA  代表取締役
    2012年    7 月 当社入社
    2012年    10月 当社常務取締役
    2019年    1 月 当社常務取締役 カスタマー本部長
    2020年    2 月 当社常務取締役 管理本部長
    2023年    1 月 当社常務取締役 カスタマー本部長（現任）

1,131,484株

【取締役候補者とした理由】
北村亜沙子氏は、経営戦略における豊富な実績・見識と当社
取締役としての経営経験を有し、現在も経営陣として重要な
役割を果たしております。その経験と見識を引き続き当社の
経営に活かすため、取締役候補者といたしました。

－ 28 －
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取締役選任議案

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

3
　

うら

浦
 

　
よし

吉
 

　
 

　
おさむ

修
（1964年6月30日）

    1984年    4 月 株式会社ジュピターミュージックスタジオ　
入社

    1987年    12月 株式会社ビデオ・サンモール　入社
    1995年    1 月 情報戦略研究所（アップルプレゼンセンタ

ー）　入社
    1995年    5 月 株式会社マルチテック　入社
    1995年    8 月 株式会社トランス・コスモス　入社
    1996年    3 月 クォークジャパン株式会社　入社
    2001年    4 月 株式会社ネットペイン　入社
    2002年    4 月 株式会社恒陽社印刷所　入社
    2005年    4 月 株式会社エイビス・テクノロジーズ　入社
    2009年    7 月 株式会社イーネットソリューションズ　入社
    2019年    3 月 当社入社
    2020年    2 月 当社取締役 カスタマー本部長
    2021年    1 月 当社取締役 プロダクト本部長
    2021年    4 月 当社取締役 カスタマー本部長
    2023年    1 月 当社取締役 プロダクト本部長（現任）

8,916株

【取締役候補者とした理由】
浦吉修氏は、長年の経験による培われた開発分野に係る幅広
い知識を有し、現在も経営陣として重要な役割を果たしてお
ります。その経験と見識を引き続き当社の経営に活かすた
め、取締役候補者といたしました。

－ 29 －



2024/02/28 17:59:11 / 23063179_株式会社ｅＷｅＬＬ_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

新 任

社 外

独 立

4

　

まつ

松
 

　
した

下
 

　
とも

智
 

　
き

樹
（1977年4月24日）

    2008年    6 月 株式会社Due Diligence　代表取締役
    2010年    6 月 トビラシステム株式会社　取締役副社長
    2018年    5 月 有限会社ひので　取締役
    2022年    6 月 株式会社Singular Perturbations　副社長

（現任） 10,000株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
松下智樹氏は、上場会社での会社経営に関する豊富な経験・
知見を有しております。同氏の経験と知見を当社の経営に活
かすため、社外取締役候補者といたしました。

（注）1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 松下智樹氏は社外取締役候補者であります。
3. 松下智樹氏が選任された場合には、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として届出をする予定であります。
4. 当社は、社外取締役との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく
損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。松下智
樹氏が選任された場合には、当該契約を締結する予定であります。

5. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会
社との間で締結し、被保険者に対してその職務の執行に関する責任の追及に係る
請求等がなされた場合に、当該被保険者が負担することになる法律上の損害賠償
責任に基づく賠償金および争訟費用を塡補することとしております。ただし、当
該被保険者による故意の不正行為又は詐欺行為に基づき発生した損害等について
は、当該保険により塡補されません。当社取締役は、当該保険契約の被保険者で
あり、すべての被保険者について、その保険料を当社が全額負担しております。
すべての候補者は、取締役に選任された場合、当該保険契約の被保険者となりま
す。なお、当該保険契約を各候補者の任期途中に同様の内容で更新する予定であ
ります。

以　上

－ 30 －
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地図

会場：大阪市住之江区南港北１丁目13番11号
グランドプリンスホテル大阪ベイ　２階　クリスタル・ルビー
TEL 06－6612－1234

交通 ニュートラム／トレードセンター前駅
２番出口より、ATC－大阪府咲洲庁舎－２F連絡通路を通って徒歩約５分
ニュートラム／中ふ頭駅
２番出口より徒歩約３分
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